
商品分類 追加型投信／国内／株式／特殊型（ブル・ベア型）

信託期間 2016年４月20日まで（2013年４月12日設定）

運用方針

わが国の株価指数に係る先物取引を積極的に
活用することで、日々の基準価額の値動きが、
わが国の株式市場全体の日々の値動きの概ね
2.5倍程度反対となる投資成果を目指して運
用を行います。

主要運用対象
株価指数先物取引に係る権利およびわが国の
公社債

運用方法

・ 株価指数先物取引の売建てを行うととも
に、主としてわが国の公社債に投資します。

・ 株価指数先物取引の売建ての額が、原則と
して、投資信託財産の純資産総額の概ね2.5
倍程度になるように調整を行います。

・ 追加設定および一部解約がある場合、追加
設定金額と一部解約金額の差額分に対し
て、原則として、当日中に株価指数先物取
引により対応を行います。

・ 株価指数先物取引については、主として、
日経平均株価（日経225）先物取引を利用
することとします。ただし、流動性等に応
じて、他の株価指数に係る先物取引等を利
用することがあります。

・ デリバティブの利用はヘッジ目的に限定し
ません。

主な組入制限
・株式への投資は制限を設けません。
・外貨建資産への投資は行いません。

分配方針

毎年４月20日（休業日の場合は翌営業日）に
決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を
行います。分配対象額の範囲は、経費控除後
の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）
等の全額とします。基準価額水準、市況動向、
残存信託期間等を勘案して、分配金額を決定
します。（ただし、分配対象収益が少額の場
合には分配を行わない場合もあります。）

※当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。

受益者のみなさまへ

　平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、「日本株 ２.５ブルベア・オープンⅡ（日本株 

２.５ベア・オープンⅡ）」は、この度、信託期間を満了

し、償還の運びとなりました。ここに謹んで運用経過と

償還内容をご報告申し上げます。

　今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い申し

上げます。

140040

当ファンドの仕組みは次の通りです。
償還報告書（全体版）

[満期償還]

日本株 ２.５ブルベア・オープンⅡ
（日本株 ２.５ベア・オープンⅡ）

信託終了日：2016年４月20日

東京都千代田区有楽町一丁目 12 番１号
URL:http://www.am.mufg.jp/

本資料の記載内容に関するお問い合わせ先

お客さま専用フリーダイヤル TEL.0120-151034
（9:00～17:00、土･日･祝日･12月31日～１月３日を除く）

お客さまのお取引内容につきましては、お取り扱いの販売会社にお尋ねください。

国際投信投資顧問株式会社は2015年７月１日に三菱ＵＦＪ投信株式
会社と合併し、｢三菱ＵＦＪ国際投信株式会社｣となりました。
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○設定以来の運用実績

決　　算　　期
基　 準　 価　 額

参 考 指 数
〔日経平均株価〕 株式組入

比　　率
株式先物
比　　率

債券組入
比　　率

純 資 産
総　 額

（分配落）
税 込 み
分 配 金

期　  中
騰 落 率

期　  中
騰 落 率

（設　定　日） 円 銭 円 ％ 円 ％ ％ ％ ％ 百万円
2013年４月12日 10,000 － － 13,549.16 － － － － 25

１期（2014年４月21日） 5,768 0 △42.3 14,512.38 7.1 － △256.8 56.9 263
２期（2015年４月20日） 2,304 0 △60.1 19,634.49 35.3 － △239.9 38.0 446

（償　還　時） （償還価額）
３期（2016年４月20日） 2,339.76 － 1.6 16,906.54 △13.9 － － － 175

（注）設定日の基準価額は、設定時の価額です。
（注）設定日の純資産総額は、設定元本を表示しております。
（注）基準価額動向の理解に資するため、参考指数を掲載しておりますが、当ファンドのベンチマークではありません。
（注）「株式先物比率」は買建比率－売建比率。

・ 原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の
合計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。

本資料の表記にあたって

参考指数に関して
※当ファンドは日経平均株価（出所：Bloomberg）を参考指数としています。「日経平均株価」に関する著作権、知的所有権、その他一切の権利は日本経済新聞社
に帰属します。

以下、本報告書において上記「参考指数に関して」の記載を省略します。

○当期中の基準価額と市況等の推移

年　　月　　日
基　準　価　額

参 考 指 数
〔日経平均株価〕 株式組入

比　　率
株式先物
比　　率

債券組入
比　　率

騰 落 率 騰 落 率

（期　　　首） 円 銭 ％ 円 ％ ％ ％ ％
2015年４月20日 2,304 － 19,634.49 － － △239.9 38.0
　　４月末 2,318 0.6 19,520.01 △ 0.6 － △229.2 43.6
　　５月末 2,022 △12.2 20,563.15 4.7 － △247.6 59.9
　　６月末 2,080 △ 9.7 20,235.73 3.1 － △263.5 64.7
　　７月末 1,966 △14.7 20,585.24 4.8 － △249.7 73.3
　　８月末 2,354 2.2 18,890.48 △ 3.8 － △242.5 84.2
　　９月末 2,669 15.8 17,388.15 △11.4 － △250.4 77.2
　　10月末 2,085 △ 9.5 19,083.10 △ 2.8 － △255.0 70.7
　　11月末 1,901 △17.5 19,747.47 0.6 － △249.4 53.7
　　12月末 2,044 △11.3 19,033.71 △ 3.1 － △264.4 82.6

2016年１月末　 2,335 1.3 17,518.30 △10.8 － △149.7 54.4
　　２月末 2,811 22.0 16,026.76 △18.4 － △245.6 38.0
　　３月末 2,384 3.5 16,758.67 △14.6 － △250.5 58.7

（償　還　時） （償還価額）
2016年４月20日 2,339.76 1.6 16,906.54 △13.9 － － －

（注）騰落率は期首比。
（注）「株式先物比率」は買建比率－売建比率。



第１期首 ： 10,000円

第３期末 ： 2,339.76円

（既払分配金 0円）

騰落率 ： -76.6％

運用経過

設定来の基準価額等の推移について

基準価額の動き 償還価額は設定時に比べ76.6％の下落となりました。

基準価額の主な変動要因

下落要因

設定時以降、好調な米国経済や日本・欧州の追加金融緩和が好感されたほか、
国内株式需給の改善期待に加え好業績銘柄や株主還元・資本効率策を打ち出し
た銘柄が評価される展開となったことなどを受けて、日経平均株価が2015年半
ばにかけてほぼ右肩上がりで続伸したことが、基準価額の下落要因となりました。

（第１期～第３期：2013/４/12～2016/４/20）
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投資環境について （第１期～第３期：2013/４/12～2016/４/20）

※当ファンドの参考指数は、日経平均株価です。

（出所：Bloomberg）

◎国内株式市況
・設定時の日経平均株価は13,549.16円で
した。黒田日銀総裁のもとで、2013年４
月４日に市場予想を上回る規模の「量
的・質的金融緩和策」が導入された流れ
を受けるなど上昇して始まったものの、
相場の過熱感や中国経済の減速懸念、米
国資産購入プログラムの縮小観測などを
背景に軟調に転じるなど、設定後しばら
くは市場の変動性が高まる局面となりま
した。その後、新興国の景気減速懸念や
シリア情勢など外部環境の悪化、米国暫
定予算の期限前不成立に伴う政府機関閉
鎖など米国財政不安をこなしつつ、2020
年の東京五輪開催決定や公的年金の運用
計画に絡む株式需給改善期待などが買い

安心感につながったほか、米国資産購入プログラムの縮小開始を決定したものの、米国金融
緩和状態の長期化観測が台頭したことなどから、株式相場は底堅く推移しました。

・2014年１月には、中国の景気減速懸念や理財商品と呼ばれる高利回り投資商品の債務不履行
懸念が高まるなか、米国の量的金融緩和の縮小が新興国経済に与える影響などを嫌気した売
りや、ウクライナの情勢が緊迫化したことなどを受けて軟調に転じました。その後、ウクラ
イナ情勢の過度な警戒感が後退したほか、米国と中国の景気拡大期待や国内株式需給の改善
期待に加え、業績拡大などを背景に資本効率策・株主還元策などを打ち出す企業が評価され
るなど、堅調な相場展開となりました。

・10月に入ると、原油価格の急落や日本や欧州、中国などの景気鈍化懸念に加え、エボラ出血
熱の世界的な感染拡大不安などから一時的に株価は調整したものの、10月末に日銀の追加金
融緩和策が決定されると株価は急速に持ち直し、上昇基調に回帰しました。

・12月下旬以降、ギリシャの政治不安や世界経済の停滞懸念などが嫌気される場面があったも
のの、米国早期利上げ懸念の後退や欧州中央銀行（ECB）の量的金融緩和策が実施されるな
ど緩和的な金融環境が継続するとの見方が強まるなか、円安や原油安による企業収益拡大へ
の期待などを背景に株価は続伸しました。

・2015年７月以降、ギリシャ問題の再燃などから株価の変動率が高まるなか、中国景気の先行
き不透明感の高まりや周辺国への波及懸念などから９月末にかけて株価は大幅に調整しまし
た。この間、中国の緊急金融緩和策が発表されたことなどから一時的に反発したものの、中
国の経済への懸念や米国金融政策の先行きへの不透明感などが下値圧力となりました。

・10月に入ると、経済統計の底堅さから中国への過度な懸念が後退したほか、中国および欧州
の追加金融緩和期待など世界的な金融緩和環境の長期化観測から買い安心感が広がり、11月
にかけて株価は急速に戻りを試す展開となりました。
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・日々の基準価額の値動きが、わが国の株式市場全体の日々の値動きの概ね2.5倍程度反対とな
る投資成果を目指して運用を行いました。

・日経平均株価先物取引の売建ての額が、投資信託財産の純資産総額の概ね2.5倍程度になるよ
うに調整を行いました。また、日経平均株価先物取引の売建てを行うとともに、主としてわ
が国の公社債に投資しました。

＜第１期：設定時～2014年4月21日＞
基準価額は設定時に比べ42.3％の下落となりました。

＜第２期：2014年4月22日～2015年4月20日＞
基準価額は期首に比べ60.1％の下落となりました。

＜第３期：2015年4月21日～信託終了日＞
償還価額は期首に比べ1.6％の上昇となりました。

当該投資信託のポートフォリオについて

・12月中旬以降、欧州追加金融緩和の内容が市場期待に届かず失望感の強まるなか、米国が政
策金利の利上げに踏み切るなど緩和的な金融環境の反転が懸念されるなか、原油を中心とす
る資源価格が急速に下落したことなどから世界経済の先行き不安が台頭し、株価は軟調に転
じました。

・2016年１月に入ると、中国株の急落や中東情勢への不安、原油安を受けた世界経済の先行き
懸念などから投資家のリスク回避姿勢が強まるなか、米国景気減速懸念や欧州大手銀行の信
用不安などを背景とした急速な円高進行を嫌気し下値模索の展開となりました。

・２月中旬以降、中国政府の景気底割れ回避の姿勢が示唆されるなか、原油価格の底打ち感や
欧州追加金融緩和などを好感し株価は戻りを試す展開となったものの、慎重な米国利上げ
ペースなどを背景とした円高やこれに伴う業績懸念、国内景況感の悪化などが嫌気され方向
感に乏しい展開となり、償還時の日経平均株価は16,906.54円となりました。
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当該投資信託のベンチマークとの差異について

・当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設
けておりません。右記のグラフは当ファンドの基
準価額と参考指数の騰落率の対比です。

・参考指数は日経平均株価です。
・なお、設定以来の基準価額は76.6％の下落、参考

指数は24.8％の上昇となりました。

分配金について

信託期間中の収益の分配はありません。

償還価額

償還価額は、2,339円76銭となりました。

信託期間中はご愛顧を賜り、誠にありがとうございました。

（第３期：2015/４/21～信託終了日）

日本株 ２．５ベア・オープンⅡは、わが国の株式市場全体の値動きに対して、前営業日との比較で「概ね2.5倍程度反対」となる投資
成果を目指して運用を行いました。なお、ファンドの運用目標が正確に達成され前営業日との比較における投資成果が「概ね2.5倍程
度反対」となったとしても、２営業日以上離れた日と比較した場合には同様の結果となるわけではありません。したがって、通常、投
資した日から通算した投資成果がわが国の株式市場全体の投資成果の「概ね2.5倍程度反対」となるわけではありません。
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○１万口当たりの費用明細　 （2015年４月21日～2016年４月20日）

項　　目
当　期

項 目 の 概 要
金　額 比　率

円 ％

（a） 信託報酬 23 1.010
(a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×

（期中の日数÷年間日数）

 （投信会社） （17） （0.756）
ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論
見書等の作成等の対価

 （販売会社） （ 5） （0.216）
交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供
等の対価

 （受託会社） （ 1） （0.038）
ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の
対価

（b） 売買委託手数料 7  0.306  
(b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料

 （先物・オプション） （ 7） （0.306）

（c） その他費用 0  0.004  (C)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数

 （監査費用） （ 0） （0.004） ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用

 （その他） （ 0） （0.000） 信託事務の処理等に要するその他諸費用

合　　計 30  1.320  

期中の平均基準価額は、2,247円です。

（注）  期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結
果です。

（注）  消費税は報告日の税率を採用しています。
（注）  各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注）  各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。
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○売買及び取引の状況　 （2015年４月21日～2016年４月20日）

公社債

買　　　付　　　額 売　　　付　　　額

国
　

内
国債証券

千円 千円

450,656 470,817 
（150,000）

（注）金額は受渡代金。（経過利子分は含まれておりません。）
（注）（ ）内は償還等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。

先物取引の銘柄別取引・残高状況

銘　 　柄　　 別
買　　　 　建 売　 　　　建

新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

国
　

内

株式先物取引 百万円 百万円 百万円 百万円

日経２２５ － － 5,570 6,533

日経２２５ｍｉｎｉ － － 1,306 1,417

売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率

項　　　　　　　　　目 当　　　　　　　　　期

売買委託手数料総額（A） 803千円

うち利害関係人への支払額（B） 803千円

（B）／（A） 100.0％　

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱ＵＦＪモルガン・ス
タンレー証券です。

○利害関係人との取引状況等　 （2015年４月21日～2016年４月20日）

利害関係人との取引状況

区　　　　　　　分
買付額等

Ａ
売付額等

Ｃうち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

うち利害関係人
との取引状況Ｄ

Ｄ
Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公社債 450 20 4.4 470 240 51.1

株式先物取引 7,950 7,950 100.0 6,877 6,877 100.0
（注）公社債には現先などによるものを含みません。

償還時における残高はありません。

○派生商品の取引状況等　 （2015年４月21日～2016年４月20日）
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○組入資産の明細　 （2016年４月20日現在）

信託終了日現在、有価証券等の組入れはございません。

項　　　　　　　　目
償　　　　還　　　　時

評　　価　　額 比　　　　率

千円 ％

コール・ローン等、その他 176,289 100.0

投資信託財産総額 176,289 100.0

○投資信託財産の構成　 （2016年４月20日現在）

○自社による当ファンドの設定・解約状況 （2015年４月21日～2016年４月20日）

期首残高（元本） 当期設定元本 当期解約元本 償還時残高（元本） 取引の理由

百万円 百万円 百万円 百万円

25 － － 25 商品性を適正に維持するための取得
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信 託 期 間
投資信託契約終結日 2013年４月12日 投資信託契約終了時の状況

投資信託契約終了日 2016年４月20日 資 産 総 額 176,289,900円

区　　　分 投資信託契約終結当初 投資信託契約終了時 差引増減または追加信託
負 債 総 額 953,636円

純 資 産 総 額 175,336,264円

受益権口数 25,000,000口 749,378,280口 724,378,280口 受 益 権 口 数 749,378,280口

元　本　額 25,000,000円 749,378,280円 724,378,280円 １万口当たり償還金 2,339円76銭

毎計算期末の状況

計　算　期 元　本　額 純資産総額 基準価額
１万口当たり分配金

金　　　額 分　配　率

第１期 457,163,437円 263,712,906円 5,768円 0円 0.0000％

第２期 1,939,460,744　 446,911,591　 2,304　 0　 0.0000　

○投資信託財産運用総括表

○資産、負債、元本及び償還価額の状況（2016年４月20日現在） ○損益の状況（2015年４月21日～2016年４月20日）

項　　　　　　　目 当　　　　　期

円
（A）配当等収益 20,475 

受取利息 21,616 
支払利息 △       1,141 

（B）有価証券売買損益 130,348 
売買益 8,849 
売買損 121,499 

（C）先物取引等取引損益 △  16,131,804 
取引益 131,121,572 
取引損 △ 147,253,376 

（D）信託報酬等 △   2,422,090 
（E）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） △  18,403,071 
（F）前期繰越損益金 △      11,816 
（G）追加信託差損益金 △ 555,627,129 

（配当等相当額） （     1,847,575）
（売買損益相当額） （△ 557,474,704）

償還差損金（Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） △ 574,042,016 
（注）（D）信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示して

います。
（注）（G）追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をし

た価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

項　　　　　　　　目 償　　還　　時

円

（A）資産 176,289,900　

コール・ローン等 176,289,900　

（B）負債 953,636　

未払信託報酬 948,998　

未払利息 439　

その他未払費用 4,199　

（C）純資産総額（Ａ－Ｂ） 175,336,264　

元本 749,378,280　

償還差損金 △ 574,042,016　

（D）受益権総口数 749,378,280口

１万口当たり償還価額（Ｃ／Ｄ） 2,339円76銭

＜注記事項＞
①期首元本額 1,939,460,744円
　期中追加設定元本額 7,114,084,096円
　期中一部解約元本額 8,304,166,560円
　また、１口当たり純資産額は、償還時0.233976円です。
②純資産総額が元本額を下回っており、その差額は574,042,016円です。
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○償還金のお知らせ

１万口当たり償還金（税込み） 2,339円76銭

◆償還金は償還日から起算して５営業日までにお支払いを開始しております。
◆課税上の取り扱い
・個人受益者の場合、償還価額から取得費（申込手数料（税込）を含みます。）を控除した利益（譲渡益）が譲渡所得等として課税され、
原則として、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％）の税率による申告分離課税が適用されます。

・特定口座（源泉徴収選択口座）を利用する場合、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％）の税率で源泉徴収され、
原則として、申告は不要です。

※法人受益者に対する課税は異なります。
※課税上の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。
※税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。

[ お 知 ら せ ]
①委託者である「国際投信投資顧問株式会社」は「三菱ＵＦＪ投信株式会社」との合併により解散し、存続会社である「三菱ＵＦＪ投信株
式会社」は2015年７月１日付で「三菱ＵＦＪ国際投信株式会社」と商号変更するための、所要の約款変更を2015年７月１日に行いました。

②委託者が受益者に対してする公告は、電子公告の方法により行うための、所要の約款変更を2015年７月１日に行いました。
③2014年１月１日から、2037年12月31日までの間、普通分配金並びに解約時又は償還時の差益に対し、所得税15％に2.1％の率を乗じた復

興特別所得税が付加され、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％（法人受益者は15.315％の源泉徴収が行われま
す。））の税率が適用されます。


